
明 治 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日

第 三 種 郵 便 物 認 可

９．セグメント情報
（単位：円）

一 般 勘 定 労 災 勘 定 雇 用 勘 定 計 法 人 共 通 合 計 消 去 総 計

Ò事業費用、事業収益及
び事業損益
事 業 費 用 272¶870¶932 51¶894¶099 1¶415¶758¶836 1¶740¶523¶867 0 1¶740¶523¶867 0 1¶740¶523¶867

政 策 研 究 業 務 費 84¶810¶226 0 642¶960¶552 727¶770¶778 0 727¶770¶778 0 727¶770¶778

情報収集等業務費 483¶510 0 347¶970¶792 348¶454¶302 0 348¶454¶302 0 348¶454¶302

国際研究交流業務費 21¶462¶543 0 69¶090¶456 90¶552¶999 0 90¶552¶999 0 90¶552¶999

成果普及等業務費 44¶716¶771 0 199¶130¶157 243¶846¶928 0 243¶846¶928 0 243¶846¶928

研 修 業 務 費 106¶813¶779 51¶894¶099 156¶606¶879 315¶314¶757 0 315¶314¶757 0 315¶314¶757

社 会 還 元 事 業 費 14¶584¶103 0 0 14¶584¶103 0 14¶584¶103 0 14¶584¶103

一 般 管 理 費 127¶063¶509 53¶510¶991 504¶869¶325 685¶443¶825 0 685¶443¶825 0 685¶443¶825

財 務 費 用 50¶208 0 1¶752¶217 1¶802¶425 0 1¶802¶425 0 1¶802¶425

雑 損 3¶176¶180 0 0 3¶176¶180 0 3¶176¶180 0 3¶176¶180

計 403¶160¶829 105¶405¶090 1¶922¶380¶378 2¶430¶946¶297 0 2¶430¶946¶297 0 2¶430¶946¶297

・一般勘定：費用 400¶480¶312－自己収入
48¶239¶237－資産見返負債戻入338¶252＝
351¶902¶823

・労災勘定：費用 97¶906¶824－自己収入
50¶646－資産見返負債戻入 729¶215＝
97¶126¶963

・雇用勘定：（費用1¶775¶084¶020＋資産取得
29¶512¶191＋固定資産除却損112¶822）－自
己収入 5¶231¶476－資産見返負債戻入
20¶632¶092－貯蔵品43¶640＋リース取引影
響額12¶294＝1¶778¶814¶119

運営費交付金収入から自己収入で充当した経
費相当額を除いた額を運営費交付金収益に計
上することとしている。

中期目標期間最終年度であることから、独立行政
法人会計基準第81第３項の規定に基づき運営費交
付金債務残高の全額を収益化した。

198¶467¶095

2¶595¶647¶000

会計基準第81第３項
による振替額

合 計

７．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
施設費の明細

（単位：円）

区 分 当期交付額
左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要建設仮勘定
見返施設費 資本剰余金 そ の 他

施設整備費補助金 69¶090¶000 0 69¶090¶000 0

計 69¶090¶000 0 69¶090¶000 0

８．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 (2¶897)
62¶914

(1)
4

(`)
3¶803

(0)
1

職 員 (68¶879)
1¶059¶199

(15)
105

(`)
120¶776

(0)
5

合 計 (71¶776)
1¶122¶113

(16)
109

(`)
124¶578

(0)
6
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\ 非常勤役員及び職員に対する報酬又は給与支給額及び支給人員は、各々の区分において（ ）
外書で記載しております。

] 役員に対する給与の支給基準
独立行政法人労働政策研究・研修機構役員報酬規程に基づき支給しております。

^ 職員に対する給与の支給基準
独立行政法人労働政策研究・研修機構職員給与規程に基づき支給しております。
また、非常勤職員については、独立行政法人労働政策研究・研修機構嘱託に関する取扱要領
に基づき支給しております。

_ 職員の報酬又は給与の支給人員は、年間平均支給人員数となっております。
` 支給人員数については、独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務運営並びに財務及び会計
に関する省令（平成15年９月30日厚生労働省令第151号）第10条に基づく共通経費の各勘定への
配分をする前の支給人員を記載しております。

a 職員に対する退職手当の支給基準
独立行政法人労働政策研究・研修機構職員退職手当支給規程に基づき支給しております。
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